
山梨県私立高等学校等授業料減免事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、私立高等学校及び専修学校高等課程（以下「私立高等学校等」という。）

における奨学、保護者等の負担軽減等を図るため、私立高等学校等に在学する生徒であ

って、その属する世帯において第３子以降の子であるものに関し、私立高等学校等の設

置者が授業料の減免を行った場合において、それに相当する額の全部又は一部について

予算の範囲内で補助するものとし、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規則（昭

和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱

の定めるところによる。 

 

（補助金の交付の対象） 

第２条 この補助金の交付の対象となる者は、私立高等学校等を設置する学校法人（以下

「補助事業者」という。）とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において「その属する世帯において第３子以降の子であるもの」とは、

県内の私立高等学校等に在学し、就学支援金等（高等学校就学支援金の支給に関する法

律（平成２２年法律第１８号。以下「法」という。）第３条第１項の高等学校等就学支援

金（以下「就学支援金」という。）又は山梨県私立高等学校等学び直し支援金交付要綱（以

下「学び直し支援金交付要綱」という。）第１条の山梨県私立高等学校等学び直し支援金

（以下「学び直し支援金」という。）を「加算なし」で受給している生徒のうち、その保

護者が、県内に住所を有し、その保護者の３人目以降の子であって、知事が適当と認め

る者をいう。 

 

（補助対象経費及び補助額） 

第４条 この補助金の補助対象経費は、前条に該当する生徒に対し、その生徒が在学する私

立高等学校等の設置者が行った授業料の減免額とする。ただし、生徒が履修する単位数に

応じて授業料の額を定める私立高等学校等における授業料の減免額は、就学全期間を通じ



て７４単位の履修に係る額を限度とする。 

２ 補助額は、生徒１人当たりの月額授業料減免額（生徒が就学支援金等法第３条第１項の

就学支援金及び学び直し支援金交付要綱第１条の学び直し支援金の支給を受けた場合に

あっては、その授業料の月額から当該生徒に係る月ごとの就学支援金等の支給額を控除し

た額を限度とする。）又は別表１に定める額のいずれか低い額に減免月数を乗じた額とす

る。ただし、生徒が履修する単位数に応じて授業料の額を定める私立高等学校等にあって

は、生徒１人当たりの授業料減免額（生徒が就学支援金等の支給を受けた場合にあっては、

その履修する授業料の合計額から当該生徒に係る１年当たりの就学支援金等の総支給額

を控除した額を限度とする。）又は別表２に定める額のいずれか低い額とする。  

３ 私立高等学校等の設置者が、経済的理由により就学が困難である者が法第４条に規定す

る就学支援金の受給資格の認定又は学び直し支援金交付要綱第５条に規定する学び直し支

援金の受給資格の認定のいずれも受けていない期間について、当該生徒の授業料の減免を

行った場合の経費については、第１項の規定にかかわらず本補助金の補助対象経費から除

外する。 

 

（補助事業者の徴すべき書類） 

第５条 補助事業者は、保護者から、あらかじめ第３子以降の子であることを証明する戸籍

謄本を提出させ、事業完了後に授業料減免確認書を徴するものとする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条の規定により補助金交付申請書

（第１号様式）に、次の各号に掲げる書類を添えて、別に定める期日までに知事に提出

しなければならない。 

(1) 授業料減免事業計画書（第２号様式） 

(2) 学則 

(3) 就学支援金等に係る交付申請又は変更交付申請の内訳の写（授業料の減免を行う生

徒を判別できるようにしたもの） 

(4) 保護者の戸籍謄本（写） 

(5) 前各号のほか知事が必要と認める書類 



（交付決定の通知） 

第７条 知事は、前条の規定による補助金交付申請書の提出があった場合には、書類を審

査の上、交付すべきものと認めたときはすみやかに交付の決定を行い、補助金交付決定

通知書（第３号様式）を補助事業者に送付するものとする。 

２ 知事は、前項の決定をする場合において、必要に応じて条件を付すことができるものと

する。 

 

（補助金の交付の条件） 

第８条 規則第６条の規定による補助金の交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする 

(1) 補助金の額に変更をもたらす内容の変更をしようとする場合においては、事業計画

変更（中止又は廃止）承認申請書（第４号様式）及び授業料減免変更事業計画書（第

５号様式）をあらかじめ知事に提出して承認を受けること。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、事業計画変更（中止又は廃止）

承認申請書を提出し、知事の承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂行が困難と

なった場合においては、すみやかに知事に報告してその指示を受けること。 

(4) 補助金の交付を受けた者は、この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を

備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類を事業終了の翌年度から起算して５

年間保管すること。 

 

（実績報告書） 

第９条 補助事業者は、当該事業が完了した日若しくは廃止の承認を受けた日から起算し

て１箇月を経過した日又は交付決定をした年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期

日までに、規則第１２条の規定による実績報告書（第６号様式）に、次の各号に掲げる

書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

(1) 事業実績書（第７号様式） 

(2) 授業料減免決定通知書（写） 



(3) 授業料減免確認書（写） 

(4) 前各号のほか知事が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 知事は、実績報告書の提出を受けた場合には、報告書等の審査及び必要に応じて

行う現地調査により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及び

これに付した条件に適合するかどうかを調査し、適合すると認めた場合は、交付すべき

補助金の額を確定し、補助金額の確定通知書（第８号様式）により補助事業者に通知す

るものとする。 

２ 知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずる。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とする。 

４ 第２項の場合において、返還期限内に納付がない場合には、未納に係る金額に対して、

その未納に係る期間に応じて年利１０.９５％の割合で計算した延滞金を徴するものとす

る。 

 

（補助金の交付） 

第１０条 知事は、必要があると認める場合には、補助事業者に対し、概算払いにより

交付することができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定により概算払いを受けようとするときは、（概算払）請求

書（第９号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

 

附   則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



別表１ 

該当事由 生徒の区分 生徒１人当たりの額（月額） 

第３条に該当する者 

就学支援金（全日制） ２３，１００円 

就学支援金（通信制） 

学び直し支援金 
１４，８５０円 

 

別表２ 

該当事由 生徒の区分 生徒１人当たりの額（年額） 

第３条に該当する者 
就学支援金（通信制） 

学び直し支援金 

１２，０３０円を履修期間（月数）で

除した額に履修単位数を乗じて得た額

から、４，８１２円を履修期間（月数）

で除した額に履修単位数を乗じて得た

額を控除して得た額に、減免月数を乗

じて得た額（ただし、履修単位数は、

１年当たり３０を上限とする。） 

 

 

 


